
知的財産（IP）を企業価値の原動力へ：投

資家向け広報（IR）におけるイノベーション

指標の戦略的活用 

はじめに 

企業の真の価値の 8 割以上が無形資産にありながら、その価値は市場から正しく評

価されていません。この「評価のギャップ」は、株価の低迷を招き、競合に対する脆弱

性を生む重大な経営リスクです。本ブリーフィングは、このギャップを埋め、知的財産

（IP）を企業価値の明確な原動力に変えるための戦略的ロードマップを提示します。 

本書は、以下の論理的な流れで構成されています。 

1. 評価のギャップ: なぜ今、無形資産と IP に関する新たな IR 戦略が不可欠な

のか。 

2. 戦略的言語としての特許: 抽象的なイノベーションを、いかに客観的で説得力

のある指標に転換するか。 

3. ベストプラクティス: 投資家の心に響く IP ナラティブ（物語）を構築するための

具体的な手法。 

4. 実行フレームワーク: 戦略を日常業務に落とし込み、組織全体で推進するた

めの体制。 

5. 戦略的必須事項と次の一歩: 経営陣として取るべき具体的なアクション。 

このブリーフィングを通じて、IP を単なる法的権利やコストセンターとしてではなく、企

業価値創造の原動力として戦略的に活用するための道筋を明らかにします。 

----------------------------------------------------------------------

----------  

1. 評価のギャップ：なぜ無形資産が新たな IR 戦略を必

要とするのか 



現代の企業価値の大部分は、工場や設備といった有形資産ではなく、ブランド、ソフト

ウェア、そして知的財産といった無形資産によって構成されています。しかし、市場は

この価値を正しく評価できていません。本セクションでは、この「評価のギャップ」という

課題を分析し、IP を活用して市場との対話を深める機会を探ります。 

無形資産の優位性 

企業価値の構成は劇的に変化しました。現在、多くの企業にとって、その価値の 80%

以上が無形資産に存在します。イノベーション、研究開発（R&D）、そしてそれを保護

する特許こそが、将来のキャッシュフローを生み出す源泉となっているのです。 

市場との断絶（マーケット・ディスコネクト） 

これほど重要な無形資産ですが、従来の財務報告ではその価値が十分に可視化さ

れず、市場との間に深刻な認識の断絶が生じています。この問題は、以下の調査結

果にも明確に表れています。 

• CFA 協会の調査結果: 投資家の**70%が、企業の帳簿価額と市場価値の間

に存在する大きな乖離の主な原因は「認識されていない無形資産」**にある

と考えています。 

• 投資家の要求: 投資家の 80%以上が、企業の無形資産に関する、より質の高

い情報開示を強く求めています。 

高まる投資家の精査 

特に昨今のような不確実性の高い市場環境において、投資家は企業の表面的な財

務数値だけでなく、その事業の持続可能性や将来価値の源泉について、より深い理

解を求めています。彼らは、企業が持つイノベーションの「全体像」を把握したいので

す。この投資家の要求に応えることこそ、今まさに IP に関するコミュニケーションが不

可欠である理由です。 

この市場との評価ギャップを埋めるための具体的なツールとして、特許データの分析

は極めて有効です。次章では、特許がいかにしてイノベーションを伝えるための「戦略

的言語」となり得るのかを詳述します。 

2. イノベーションを伝える戦略的言語としての特許 



「イノベーション」は、多くの企業がその重要性を語る一方で、その実態を客観的に示

すことが難しい概念です。しかし、特許データを戦略的に活用することで、この抽象的

な概念を具体的かつ説得力のある形で投資家に伝えることが可能になります。本セ

クションでは、特許データがなぜ有効な指標となり得るのか、そしてその価値を伝える

ための主要な指標について解説します。 

特許が有効な指標である理由 

特許データが無形資産の価値を定量化し、伝える上で非常に優れたツールである理

由は、以下の 3 つの特性に集約されます。 

• 客観的な進捗尺度 特許は、企業の思い込みや自己評価ではなく、各国の特

許庁の専門審査官による厳格な審査を経て初めて認められるものです。一つ

ひとつの特許が、具体的かつ個別の「技術的進歩の客観的な証拠」として機

能します。 

• 品質の定量化 優れた技術は、後続の技術開発の基盤となります。ある特許

が、後から出願された他の特許にどれだけ引用されているか（被引用）を分析

することで、その技術の重要性や業界への影響力を客観的に測定することが

できます。 

• エコシステムにおける位置づけ どのような企業が自社の技術を引用し、そ

の上に新たなイノベーションを築いているか（引用元企業）を明らかにすること

で、業界内における自社の技術的リーダーシップとポジションを具体的に示す

ことができます。 

価値を伝えるための主要な特許指標 

投資家との対話において、専門用語を避け、直感的に理解できる形でイノベーション

の価値を伝えるために、以下の 3 つの指標が特に有効です。 

• 技術的関連性（テクノロジー・レレバンス） これはポートフォリオの「品

質」を示す指標です。類似技術分野・同年代の特許と比較して、どれだけ多く

の後続特許から引用されているかを測ります。**平均が「1」**となるよう標準

化されているため、「我々のポートフォリオの技術的関連性は 2.0 であり、競合

の平均の 2 倍の影響力を持っています」といった形で、品質の高さを分かりや

すく伝えることができます。 

• 市場カバレッジ（マーケット・カバレッジ） これは特許ファミリーが保護

する市場の「経済的規模」を示す指標です。単なる地理的な広さ（国数）ではな



く、各国の GDP を基に算出され、**米国市場を「1」**としています。例えば、

市場カバレッジが「2.0」であれば、米国市場の 2 倍の経済規模を特許で保護

していることを意味し、グローバルな権利保護の価値を直感的に示すことがで

きます。 

• 後続技術 (Subsequent Art) これは指標というよりも、自社の技術的信頼性

を証明する強力な「証拠」です。例えば、「我々が開発したこの機械学習技術

は、Google 社の最新の AI 関連特許でも引用されています」と示すことができ

れば、自社の技術が業界のトップランナーにも認められるほど先進的であるこ

とを、何よりも雄弁に物語ります。 

これらの指標は、それ自体が目的ではありません。次章で詳述するように、これらは

投資家の心に響く説得力のある企業ストーリーを構築するための、客観的で強力な

「証拠」となるのです。 

3. ベストプラクティス：投資家の心に響く IP ナラティブの

構築法 

IP に関するコミュニケーションを成功させるには、単にデータを提示するだけでは不

十分です。本セクションでは、成功事例と失敗事例を対比させながら、明日からでも

実践可能な、投資家の理解と共感を得るための最も重要な 5 つの戦略を提示しま

す。 

避けるべきアプローチ：価値と結びつかない「量」の報告 

多くの企業が陥る最も一般的な失敗は、「昨年、我々は XX 件の特許を出願しました」

といった「量」のみを報告するアプローチです。この報告は、戦略的な文脈を欠いてお

り、投資家にとっては「それが良いのか悪いのか」「事業にどう貢献するのか」が全く

分かりません。IP の真の価値は、その数ではなく、事業戦略とどう結びついているか

にあります。 

実践すべき 5 つの戦略 

ベストプラクティス 1: 専門用語を「事業価値」に翻訳する 

IP の複雑さを、投資家が理解できるビジネス言語、すなわち成長、収益保護、競争優

位性に翻訳することが不可欠です。 例えば、「X 件の特許を出願した」ではなく、



「我々のイノベーションは、来年の予測収益の 60%を支えるコア技術を保護していま

す」と表現することで、IP の価値は劇的に伝わりやすくなります。 

• 企業事例: デンソーや旭化成は、統合報告書の中で IP を単独の項目として

ではなく、R&D や人的資本と並ぶイノベーション能力の構成要素として戦略的

に位置づけています。 

ベストプラクティス 2: 数字を「戦略的ナラティブ」に昇華させる 

数字の背後にある「なぜ」を説明し、企業の大きな物語の中に IP を組み込むことが重

要です。IP 指標を、企業のビジョン、市場でのリーダーシップ、そして持続可能な未来

への貢献と結びつけます。 

• 企業事例: 日立エナジーは、サステナビリティ報告書において、特許を脱炭素

化といった社会の課題解決にどう貢献しているかと結びつけています。また、

インターデジタルは投資家デーで、R&D での着想から特許化、そして商業パ

ートナーシップを通じて収益化に至るまでのイノベーションサイクル全体を一つ

の物語として提示しています。 

ベストプラクティス 3: ビジネスモデルと IP ナラティブを整合させる 

IP を孤立したトピックとして扱うのではなく、事業戦略と直接的に結びつけ、特許が新

製品開発、ライセンス機会の創出、サプライヤーへの依存度低下にどう具体的に貢

献しているかを明確に説明します。 

• 企業事例: 旭化成は統合報告書に加えて、独立した「知的財産レポート」を発

行し、IP インテリジェンス部門の活動や目標を詳述しています。また、オムロン

は、IP 戦略が事業継続性（Business Continuity）といかに連動しているかを説

明し、投資家からの信頼を得ています。 

ベストプラクティス 4: 戦略的テーマに沿って IP を位置づける 

投資家が注目する「AI」や「サステナビリティ」といった現代的なテーマに対し、特許デ

ータを用いて自社のリーダーシップを客観的に証明します。これにより、「我々は AI

のリーダーだ」という主張が、単なる宣言ではなく、具体的な証拠に裏打ちされた事実

として伝わります。 



• 企業事例: シーメンスや日立エナジーは、特許資産インデックスや ESG マッピ

ングといったツールを活用し、AI やサステナビリティといった戦略分野におけ

る自社ポートフォリオの価値と貢献度を定量的に示しています。 

ベストプラクティス 5: リスク開示を「信頼」に変える 

特許の権利期間満了のような、一見ネガティブに見える情報も、戦略的に開示するこ

とで信頼に変えることができます。これを積極的に開示することは、ポートフォリオの

ライフサイクルを深く理解し、将来のリスクをプロアクティブに管理している成熟した組

織であることの証となります。 

• 企業事例: アステラス製薬は、CEO からのメッセージの中で、主要な特許の

期間満了について率直に言及しています。これは、課題を隠すのではなく、真

正面から向き合い、次の一手を準備しているという自信の表れとして投資家に

受け取られます。 

これらのベストプラクティスを実践することで、IP は社内外から「コストセンター」ではな

く、明確な「価値創造の源泉」として認識されるようになります。 

4. 実行フレームワーク：IP を企業報告サイクルに組み

込む 

優れた戦略も、実行されなければ意味がありません。本セクションでは、これまでに論

じてきた IP ナラティブを、実際の IR 活動に落とし込むための具体的なフレームワーク

を提示します。IP 情報を発信する「場」の特定と、それを実現するための「組織連携」

が鍵となります。 

主要なコミュニケーション・チャネル 

IP ナラティブは、一度きりの発表ではなく、企業報告のサイクル全体を通じて継続的

に織り込まれるべきです。以下に主要なチャネルとその活用法を挙げます。 

• 年次報告書（アニュアルレポート） 最も広範な投資家層にリーチする旗

艦チャネル。財務パフォーマンスとイノベーションを直結させ、IP が長期的な

企業価値にどう貢献するかを包括的に説明します。 



• ESG/サステナビリティ報告書 脱炭素化やデジタルトランスフォーメーション

といった長期的なテーマと、それを実現する技術革新（IP）を結びつける絶好

の機会です。 

• 投資家デー/テーマ別説明会 特定の技術分野（例：AI、バッテリー技術）にお

けるリーダーシップや、競合と比較した特許ポートフォリオの「質」について、よ

り深く、詳細に説明する場です。 

• 四半期決算 新製品の上市やライセンス収入の計上など、イノベーションがも

たらした具体的な成果をタイムリーに報告し、IP 戦略の進捗を継続的に示す

機会となります。 

部門横断的な連携の必要性 

IP ナラティブを効果的に企業報告に組み込むためには、IP 部門の孤立を打破し、他

部門との緊密な連携が不可欠です。大手上場企業において、年次報告書の作成に

は 8 から 12 もの部署が関与すると言われています。 

IP 部門は、特に IR、財務、経営戦略、法務といった部署と積極的に連携し、「特許の

言語」を「ビジネスの言語」に翻訳する努力が求められます。共通の目標（企業価値

の向上）に向け、各部門が持つ情報を統合し、一貫性のあるストーリーを構築する必

要があります。 

得られる便益の明確化 

この取り組みは、関係者全員に明確なメリットをもたらします。 

• IP 部門にとっての便益: 組織内での可視性と認知度が向上します。自らの

専門性が単なる管理業務ではなく、事業価値に直接貢献する戦略的機能で

あることを証明できます。 

• 会社全体にとっての便益: 部門間の連携が強化され、サイロが解消されま

す。結果として、投資家に対してより一貫性のある強力なイノベーション・スト

ーリーを伝えることができ、企業価値の正当な評価と向上に繋がります。 

実行可能なフレームワークが整った今、最後に経営陣として取るべき具体的な次の

一歩を提示します。 

5. 戦略的必須事項と次の一歩 



結論 

知的財産に関するコミュニケーションは、もはや単なる法務部門の専門業務ではあり

ません。それは、企業の価値創造ストーリーを語る上で不可欠な、戦略的財務活動

の一部です。市場が企業の無形資産、すなわち将来価値を正しく評価できない「評価

のギャップ」を埋めることは、経営の最優先課題の一つです。本ブリーフィングで概説

した特許指標とベストプラクティスは、そのギャップを埋め、イノベーションの価値を説

得力をもって伝えるための実用的なツールです。 

経営陣への提言 

この変革を推進するため、経営陣が直ちに実行すべきアクションアイテムを以下に 3

点提案します。 

1. 部門間対話の開始 知的財産部門と IR/コーポレートコミュニケーション部門と

の間の公式な対話の場を設置してください。次回の年次報告書に向けて、IP

ナラティブを統合するための共同作業チームを発足させることを指示します。 

2. 現状評価とベンチマーキング 本ブリーフィングで提示されたベストプラクテ

ィスや先進企業事例を基準に、自社の現在の情報開示レベル（年次報告書、

ウェブサイト等）を客観的に評価し、改善すべきギャップを特定するタスクフォ

ースを立ち上げます。 

3. IP と KPI の連携 自社の知的財産ポートフォリオを、会社の最重要 KPI（主要

業績評価指標）、中期経営計画、および主要な事業リスクと明確にマッピング

するプロジェクトを開始します。これにより、IP 戦略が事業戦略と完全に整合し

ていることを確認し、その貢献度を可視化します。 

最終メッセージ 

IP コミュニケーションの変革は、守りの報告業務から攻めの価値創造への転換を意

味します。これを主導することは、市場の信頼を勝ち取り、持続的な成長を確保する

ための、現代経営における最も重要なリーダーシップの証となるでしょう。 
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